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需給ひっ迫時の対応について 

 

 

 

「今夏の電力需給対策について（平成 24年 5月 18日 電力需給に関する検

討会合／エネルギー・環境会議）」に基づき、需給ひっ迫時の対応として、需給

ひっ迫警報及びセーフティネットとしての計画停電が必要となった場合には、

以下のとおり行うものとする。 

 

１．需給ひっ迫警報及びセーフティネットとしての計画停電の運用 

 

国民各層の節電への協力にもかかわらず、急激な気温変化や大型発電機の計

画外停止等により、電力需給のひっ迫の可能性が生じた場合には、政府は、計

画停電等の事態を回避するため、予め警報を発令し、報道機関及び地方公共団

体等の協力を得て、緊急の節電要請を行う。なお、予め需給ひっ迫が十分な時

間的余裕をもって見込まれる場合には、でんき予報等を通じて、需要家に周知

する。 

  

政府は、電力会社から需給見通しの報告を受け、需給ひっ迫が予測される場

合には、以下の基準に基づき警報を発令するとともに、不測の広域停電を回避

するため、セーフティネットとしての計画停電を含む必要な対応を講じる。 

 

(1)関西電力、四国電力及び九州電力管内 

 

①需給がひっ迫する電力会社の供給予備率が、他社からの電力融通※1を受け

ても、3％を下回る見通しとなった場合、当該電力会社の管内に需給ひっ

迫警報（以下「警報」という。）を発令する。 

 ※1）「他社からの電力融通」とは、中西日本において余力のある他の電力会社が、

それぞれ自社分として供給予備率 3％を確保しつつ、需給がひっ迫する電力会

社に対して行う最大限の電力融通、及び東日本全体で供給予備率 3％を確保し

つつ、周波数変換設備を経由して東日本から当該電力会社に対する最大限の追

加送電を指す。 

 

②警報を発令する場合、発令（第 1報）のタイミングは、遅くとも、需給ひ

っ迫が想定される日の前日 18:00※2、※3を目途とする。 

※2）翌日行う可能性のある計画停電について電力会社から公表する。 

※3）当日早朝や午前中に大型発電機の計画外停止が重なった場合等においては、

急遽、警報を発令する場合がある。 
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③事前に警報（第 1報）を発令した場合には、当日 9:00を目途に、警報（続

報）※4を発令する。その後も、需給状況の変化を踏まえて、必要に応じ、

警報（続報）を発令する。 

※4）計画停電の第１グループ（8:30～）から計画停電を実施する場合には、9:00

の警報の発令は行わない場合がある。また、必要に応じ 9:00以前に警報を発令

する場合がある。なお、需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合（終

日の供給予備率の見通しが 3％以上になることが見込まれる場合等）には、警

報を解除する。 

 

④上記①～③の対応を行ってもなお当該電力会社の需給のひっ迫状況が解

消されない場合、計画停電を開始する可能性がある時間の 3～4時間前に、

政府から、警報が発令されている電力会社管内の携帯電話（対応機種）利

用者に「緊急速報メール」を発信し※5、電気の利用を極力控えるよう要請

する。 

 ※5）緊急速報メールは、早朝・深夜の時間帯等、需要抑制効果が見込めないと

判断される場合には送信しない。 

 

⑤上記の対応を行っても当該電力会社の需給のひっ迫状況が解消されず、か

つ、中西日本全体で供給予備率が 1％程度1を下回る見通しとなった場合、

計画停電を実施する可能性がある時間帯ごとに、その 2時間程度前に、電

力会社から計画停電の実施を発表する※6。 

※6）大型発電機の計画外停止が重なり短時間に需給がひっ迫した場合等において

は、警報や緊急速報メールを発信することなく計画停電を実施する場合がある。 

 

(2)北海道電力管内 

 

①他電力からの電力融通を受けても、北海道電力の供給予備率が 3％を下回

る見通しとなった場合、北海道電力管内に警報を発令する。 

 

②警報を発令する場合、発令（第 1報）のタイミングは、遅くとも、ひっ迫

が想定される日の前日 18:00※7、※8を目途とする。 

※7）翌日行う可能性のある計画停電について電力会社から公表する。 

※8）当日早朝や午前中に大型発電機の計画外停止が重なった場合等においては、

急遽、警報を発令する場合がある。 

 

③事前に警報（第 1報）を発令した場合には、当日 9:00を目途に、警報（続

                                                   
1 中西日本全体の需要規模(約 9570万 kW)に対して同地域で最大規模の発電機の発電能力（現時点では電源開発橘湾火力

105万 kW）が占める割合が 1％程度に相当しており、仮に、中西日本全体の供給予備率が 1％程度を下回る状況におい

て、当該発電機が計画外停止した場合には不測の広域停電が発生する可能性がある。また、これは需要変動による一

時的な周波数低下のリスクを許容しつつ不測の広域停電を回避するために最低限必要な予備率である。 
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報）※9を発令する。その後、需給状況の変化を踏まえて、必要に応じ、警

報（続報）を発令する。 

※9）計画停電の第１グループ（8:30～）の計画停電を実施する場合には、9:00の

警報の発令は行わない場合がある。また、必要に応じ 9:00以前に警報を発令す

る場合がある。なお、需給ひっ迫のおそれが解消されたと判断される場合（終

日の供給予備率の見通しが 3％以上になることが見込まれる場合等）には、警

報を解除する。 

 

④上記①～③の対応を行ってもなお需給のひっ迫状況が解消されない場合、

計画停電を開始する可能性がある時間の 3～4時間前に、政府から、警報

が発令されている電力会社管内の携帯電話（対応機種）利用者に「緊急速

報メール」を発信し※10、電気の利用を極力控えるよう要請する。 

 ※10）緊急速報メールは、早朝・深夜の時間帯等、需要抑制効果が見込めないと

判断される場合には送信しない。 

 

⑤上記の対応を行っても、需給のひっ迫状況が解消されず、他社からの融通

を含めた供給予備率が、1%程度2を下回る見通しとなった場合には、計画

停電を実施する可能性がある時間帯ごとに、その 2時間程度前に、電力会

社から計画停電の実施を発表する※11。 

※11）大型発電機の計画外停止が重なり短時間に需給がひっ迫した場合等において

は、警報や緊急速報メールを発信することなく計画停電を実施する場合がある。 

 

⑥なお、北本連系線や北海道電力における大型の発電機が計画外停止した場

合、更なる発電機等の計画外停止等が停電（計画停電や場合によっては不

測の停電）につながる可能性がある。このような事態になった場合にはそ

の旨を速やかに周知する。 

周知後に発電機等が計画外停止した場合等には、可能な限り事前の予告

を行い、計画停電を実施するよう努めるとともに、万一不測の停電が起き

た場合にも速やかに計画停電に移行する。 

 

２．需要家への周知 

 

政府は、警報を発令した場合、緊急時の節電のためのネットワーク（政府機

関（地方経済産業局等）・地方公共団体・電力会社・業界団体等）などを活用

し、地方公共団体、報道機関その他関係諸機関の協力を得て、警報を発令した

特定の電力会社管内における周知に取り組む※12。 

  ※12) 地方公共団体や報道機関の協力を得て、テレビ、ラジオ、新聞、町内放送、各

種ホームページ、登録メール（政府の需給ひっ迫お知らせサービス）への配信等

                                                   
2 一時的な周波数低下のリスクを許容しつつ、不測の広域停電を回避するために最低限必要な予備率。 
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の手段により周知を行う。 

 

同時に、警報を発令した電力会社以外の地域からの電力融通の拡大を通じて、

警報を発令した電力会社管内の需給バランスの改善を図ることが可能である

ことから、当該電力会社以外の地域においても節電目標に応じた節電の確実な

実施と、自家用発電機の最大限の稼働を要請する。 


